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鹿島工業団地地域内の産業廃棄物の共同処理のモデ

［法人の概要］

出資法人等経営評価書（企業会計用）

平成１９年７月１日現在　

鹿島共同再資源化センター株式会社

 18整理番号

設　立
目　的

　平成４年に茨城県，鹿嶋市，神栖町，波崎町，立地企業１２社からなる「鹿島臨海工業地域廃棄物処
理システム検討委員会」を設置し，平成６年に指針がとりまとめられた。平成７年３月に設立のための企
画書を発行し，平成１０年１２月に当社が設立された。
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［収支の状況］ 　

　

　

資産

（単位：千円）

0

区　　　　分

売上総利益

収

支

の

状

況
法人税，住民税，事業税

特別損失

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

うち管理費

うち人件費

0

5,610

109,634
47,542

3,714,756

950

128,116

6,431

62,088

101,750

127,295

3,811,982

0
△ 1,410,087△ 1,511,837

0

950

△ 54,990
3,830

0
25,648 929,815

△ 946,763

67,663

0
△ 132,499

81,339

68,190
60,267
10,390
87,605

△ 16,948

114,184112,906
45,99445,243

平成１７年度

979,423
57,916

920,385
174,451

1,258,0851,094,8361,037,339
平成１８年度平成１６年度

△ 405,027

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

950

利益処分・損失補填額

次期繰越金 △ 564,124
4,862,927

102,700

鹿島共同再資源化センター株式会社

△ 1,511,837 △ 1,410,087
△ 1,511,837

1,020,335
237,750

△ 564,124
当期未処分利益

特別利益

税引前当期純利益

当期純利益

前期繰越金

24,595
△ 158,147

△ 564,124

△ 159,097 △ 947,713

資産

負債

［平成１８年度の補助金等の目的・内容等］

貸付金 　 　
　　計

　 　

　

委託金
なし

貸付金
なし

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
なし

損失補償・債務保証

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

1,796,1622,743,875

1,816,845

708,354

317,615

（単位：千円）
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0

1,897,911
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財政的関与の割合（％）
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00
0% 0%
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4,862,927

0 0
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［評価総括］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

4

評価項目数

4

4

効率性

合計

8

31

評点

8

10

8

得点率

100.0%

100.0%

100.0%

満点

8

10

8

企業会計用
鹿島共同再資源化センター株式会社

警　戒　指　標

7 40

28

94

17.5%

35.7%10

目的適合性

健全性

《評価の視点》

45.7%43

組織運営の
適正性

計画性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

-200%

-150%

-100%

-50%

0%
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計画性

目的適合性効率性

経営評価レーダーチャート

 
 

効率性

計画性 目的適合性 健全性

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

る

効率性
当社は会社設立時に
操業10年で単年度黒
字，　22年で繰越損失
解消を計画しました。
15年度に単年度黒字
を達成し，18年度も黒
字を達成しています。
減損会計適用前の損
益で比較すれば，企
画書の繰越損失を下
回っています。

地域の環境改善を通
して地域社会に貢献
するという設立目的
に沿って事業活動を
行っている。18年度
のこの最たる事象は
有機ひ汚染土壌等
の本格処理の開始と
順調な進捗と考えて
いる。

18年度は廃棄物処
理量は対前期比2％
の微減，売上高は汚
染土壌等処理の売
上も含め15％の増。
その結果営業利益は
128百万円(前期60百
万円)，経常利益127
百万円(前期▲16百
万円)と大幅に改善し
ている。

当社は設立時からの
制約条件が多く自助
努力の余地はあまり
多くはないが，自助努
力可能な課題につい
てはアクションプログ
ラムを策定し，逐次解
決に繋いでいる。

昨年度当社の「内部
統制システム基本方
針」を策定するととも
に，「企業倫理規定」
を制定し万全を期し
ている。また有機ひ
素汚染土壌等処理
に関し，適時進捗状
況・環境測定結果等
を公表している。

組織運営の適正性

経営上の課題
１．社会の環境意識の高まりの中で，企業・一般家庭の廃棄物削減やリサイクル化が一
層促進され，当社経営にとっては引続き厳しい状況が続くものと思われる。受入対象品
目中の受入困難物を技術的対応により受入可能とする等処理量の拡大，処理単価の適
正化を図る。また，対象品目の拡大等の長期的視点に立った課題についても検討する。
２．運転方法・焼却技術の向上を図り，灰処理費や各種薬剤費の削減を促進する。また，
日々の点検整備の充実による設備維持費の圧縮等の損益改善策を実施する。
３．昨年1２月から本格処理を開始した有機ひ素汚染土壌等処理については，今年度中
の処理完了に向けて，引続きモニタリングによる安全性を検証しつつ的確に対処してい
く

今後の事業展開の方向

組織運営の適

正性
健全性

く。
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［法人を担当する課の意見］

平成１８年度 平成１９年度

効率性

改
革
工

　職員一人当たりの経
常利益は，Ｈ16年の
△5,096千円，Ｈ17年
の△652千円から，昨
年度は4,896千円と改
善傾向にある。しかし
ながら，より一層効率
性を高め，繰越損失
の解消に向け努力す
る必要がある。

計画性 組織運営の適正性目的適合性
　設立時の経営目標
である「操業10年で単
年度黒字」，「操業22
年で繰越損失の解
消」の達成に向けて，
短期的な計画である
「アクションプログラ
ム」を策定し事業を実
施しており，計画的な
運営がされている。

　鹿嶋市，神栖市か
ら排出された一般廃
棄物から製造された
固形燃料（ＲＤＦ）と鹿
島工業地帯から排出
された産業廃棄物を
混焼し，焼却熱を利
用して電気事業を実
施している。廃棄物
を有効利用している
当センターの事業
は，設立目的に適合
している。

 　「内部統制システ
ム基本方針」や「企
業倫理規定」を制定
するなど，内部管理
体制の強化を進めて
いる。
　有機ひ素汚染土壌
の受入れにあたって
は，地域住民に十分
な説明を行うなど，適
切に対応した。

健全性

１　売上高拡大への取組み
　　鹿島臨海工業地域で発生し，地域外（他社）で処理されている産業廃棄物を調査し，
　積極的に受け入れる必要がある。また，地域内で課題となっている廃棄物について，関
　係団体と調整のうえ，受入れを推進していく必要がある。
２　経費削減への取組み
　　焼却灰の（他社へ委託している）処分費用を削減するため，灰乾燥装置の導入を図
　る。また，助剤，薬剤の使用量削減を推進する必要がある。

　平成18年度は，有
機ひ素汚染土壌の
処理に係る売上高の
増加等があり，黒字
を達成した。
　しかしながら，約14
億円の繰越損失が
あり，更なる売上高
の増加，費用の低減
が求められる。

利益率の高いもの等 受け入れる 利益率の高いもの等 受け入れ 利益率の高いもの等 受け入

平成２０年度

推進事項

工
程
表
等
の
取
組
状
況

取
 

組
 

状
 

況

　有機ひ素汚染土壌の処理に係る売
上の増加があり，平成18年度の売上
実績は，１，２６２百万円であった。
　また，燃焼技術の改善，効率的な運
転に努め，灰の発生量を減らし（灰化
率21％→19％），経費削減を図った。

ー

法人担当課の意見

　当センターは，鹿嶋市，神栖市から排出された一般廃棄物から製造された固形燃料（Ｒ
ＤＦ）と鹿島工業地帯から排出された産業廃棄物を混焼し，焼却熱を利用して発電・売電
を行う事業を実施している。この事業は，当センターの設立目的に合致するだけでなく，
県の「廃棄物の循環利用の促進」という方針にも適合している。
　また，当センターは，神栖市の有機ひ素汚染土壌の受入れについて，地域住民に十分
な情報開示を行ったうえで，本格処理を開始した。汚染土壌の処理による地域社会への
貢献は非常に高いものである。
　一方で，当センターは（平成17年度に928百万円の減損損失を計上した影響もあり）約
14億円の繰越損失があり，この解消のため売上高の増加・経費の削減をより一層推進し
ていく必要がある。

ー

計
　
　
　
画

　利益率の高いもの等，受け入れる
廃棄物の拡大による売上高増（Ｈ18
売上目標：１，２００百万円）。
　助剤，薬剤投入の効率化等による
経費削減。

　利益率の高いもの等，受け入れ
る廃棄物の拡大による売上高増
（Ｈ19売上目標：１，２９０百万
円）。
　助剤，薬剤投入の効率化等によ
る経費削減。

利益率の高いもの等，受け入
れる廃棄物の拡大による売上
高増（Ｈ20売上目標：１，０１３百
万円。（汚染土壌処理の終了に
より前年より売上減となる））。
　灰乾燥装置の設置の導入等
による経費削減。
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［総合評価］

取組みを強化すべき視点 計画性 組織運営の適正性 健全性 効率性目的適合性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

　社会の環境意識が高まる中，企業及び一般家庭の廃棄物の削減やリサイクル化が一
層促進されるなど，当社の経営環境は厳しい状況にある。
　平成１８年度は，有機ひ素汚染土壌処理といったスポット的な売上要因もあり損益が大
幅に改善されたところであるが，平成１９年度をもって汚染土壌処理が終了する見込みと
なっており，廃棄物の安全かつ適切な処理を行うことを前提に，事業環境に左右されない
安定的な経営を継続していくことが課題である。
　このため，引き続き，取引先の要望に適時，適切に対応することや，技術的対応により
受入困難物を受入可能にすること等により処理量を拡大していくとともに，ＲＤＦ処理に係
る環境対策費の見直しなど処理単価の適正化に努めるなど，売上高の拡大を図っていく
必要がある。
　また，燃焼技術の改善や効率的な運転により，灰発生量の削減に努め灰処分費を縮
減するほか，日々の点検整備の充実等により機械設備の維持費等の圧縮を図るなど，
損益改善に取り組み，累積損失の早期解消に努められたい。

から県民のみなさまへ＞

　当社の事業は，国や県が掲げた資源循環型社会の構築に向けた，全国初の新しいゴミ処理の仕組のモデル
事業として大変大きな意義を持っております。地域と企業が一体となって地域のサーマルリサイクルの仕組を作
り上げ，併せて地域の大気環境改善にも大きく貢献しております。
　また，平成１８年１２月から開始した有機ひ素汚染土壌処理も円滑に進展し，平成１９年１２月末には無事終了
し，地域の皆様の安心・安全に貢献できたものと自負しております。
　今後とも地域住民の方々や企業から信頼されるセンターを目指し，役員・社員一同力を合わせて努力して参る
所存です。

                                                     　　　　　平成２０年２月　　代表取締役常務　　　澤　幡　　政　利

総合的所見等
に係る対応

　当社に対しては，排出企業のニーズに適切に対応しつつ，処理単価を全般的に見直す
ことや，地域での処理が課題となっている廃棄物を洗い出し，その受入れに努めることに
よって，売上高の増加を図るよう指導していく。
　また，燃焼技術の改善や効率的な運転に努め，焼却灰の発生量を抑制して灰処分費
を縮減するなど，より一層，経費を削減するよう指導していく。

＜ 鹿島共同再資源化センター株式会社
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